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令和 7年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

森づくり課
担当名: 木材利用推進・林業支援担当

内線: 4325 (単位：千円)
会計

P49 森林担い手育成対策事業 一般会
計

農林水
産業費

林業費
項

林業振興費 森林担い手育成対策費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 6年度～ 根 拠
法 令

森林法、森林・林業基本法、林業労働力の確保の促進に関す
る法律、森林組合法

款

針路 12
令和 8年度 分野施策 1203

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

7,13,15
7-2,13-3,15-4

　森林・林業の担い手の育成と確保を図るため、地域の
人材育成・確保並びに林業事業体の経営合理化や林業従
事者の雇用条件の改善等を促進する。

ア　人材の育成・確保　　　　　　 　　－千円
イ　林業事業体の経営合理化　　　△2,500千円
ウ　雇用条件の改善      　　　    　 －千円
エ　担い手の活動支援　　　　  　　 　－千円

（１）事業内容
　　ア　人材の育成・確保　　　　林業労働力の育成・確保を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,420千円
　　イ　林業事業体の経営合理化　林業の担い手である森林組合等の林業事業体の育成を図る。　　　　 　11,500千円
　　ウ  雇用条件の改善　　　    林業労働者の安全及び衛生の向上を図る。 　　　　　　　　　　　　　 4,300千円
　　エ　担い手の活動支援　　　　林業事業者等に対し、技術の普及・指導や新たな取組への支援等を行う。7,813千円
　
（２）事業計画
　　ア　埼玉県林業労働力確保支援センターへの補助　1件
　　イ　埼玉県森林組合連合会への補助　　　　　　  1件
　　ウ　林業・木材製造業労働災害防止協会への補助　1件
　　エ　林業団体等への補助　　　　　　　　　　　　4件

（３）事業効果
　　　林業従事者の就労環境の改善や研修による森林技術の向上を推進することにより、林業の担い手の定着を図る
　　ことができる。
　　　また、森林の適正な管理及び林業の活性化を促進することができる。
　　　【活動指標(アウトプット)】林業技術者育成研修の実施40日間、森林組合資金融資1件、
　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全指導実施補助1件、林業団体活動補助3件
　　　【成果指標(アウトカム)】林業事業体の新規雇用18人以上/年を継続、林業労働災害5件以下/年を継続

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　森林組合等の林業事業体や林業研究グループと連携して、森林・林業の担い手を育成する。

（５）補正予算の概要
　　イ　貸付の申込が見込みを下回ったことによる減額

２　事業主体及び負担区分
ア　(県10/10)､(県1/2)事業者1/2､定額
イ　(県10/10)､(県1/2)事業者1/2
ウ　(県1/2)事業者1/2、定額
エ　(国1/2・県1/2)､(県10/10)､(県1/2)事業者1/2､定額

３　地方財政措置の状況
普通付税(単位費用)
(区分)林野行政費(細目)林業振興指導費
(細節)林業振興対策費
(積算内容)林業担い手育成対策強化事業

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×3.3人＝31,350千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金 繰 入 金 諸 収 入

決定額 △2,500 △2,500

現計額 42,033 240 31,384 10,000 409

― 農林部 49 ―

儲かる農林業の推進

0 39,533

林業の生産性向上と県産木材の利用拡大



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 2,500千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

諸収入・ △2,500 ― 森林組合活動資金貸付金元金収入
林業費貸付金元利収入

合計 △2,500 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

貸付金 △2,500 ―

合計 △2,500 ―

事業内訳書

森林担い手育成対策事業

林業事業体の経営合理化

主な内容

主な内容


